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事業継続力認定制度 概要

認定証イメージ

・中部地⽅整備局では、建設会社における事業継続計画（BCP）の策定を促進
し、管内の災害対応の円滑な実施と緊急事態への対応⼒の向上、地域防災⼒
の向上を⽬的として令和2年度に認定制度を創設しました。

・申請及び認定は年2回。

中部地方整備局
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申請要件

申請時期

認定証有効期間

認定

・建設業法に基づく許可を受け、本店、⽀店、営業所
のいずれかが中部地⽅整備局管内にある

・中部地⽅整備局における⼀般競争（指名競争）参加
資格を有する建設会社（詳細は次⾴参照）

新規・継続ともに３年間

評価要領に基づき適否を評価し、評価部会の審議を経て認定

前期・後期の年間2回
・前期 ３⽉１⽇〜 ４⽉３０⽇
・後期 ９⽉１⽇〜１０⽉３１⽇
※⼟⽇祝は除く

・認定証送付時期
前期 ７⽉下旬 ※認定開始⽇は８⽉１⽇
後期 １⽉下旬 ※認定開始⽇は２⽉１⽇



⼤規模⾃然災害時には、広範囲での緊急輸送道路の早期確保や河川堤防、港湾施設など
のインフラ施設の早期復旧が求められるため、地域・業種に偏りなく建設関係企業全体
で地域の早期復旧・復興にむけた⽀援活動が必要不可⽋です。

⼀部の⼯事種別に限定していた認定対象となる建設会社を拡充し、全⼯事種別を認定対
象としました。

⼯事種別 等級

1 ⼀般⼟⽊ B〜C

2 アスファルト舗装 A〜C

13 維持修繕 −

＜道路・河川・官庁営繕・公園関係＞

⼯事種別 等級
2 港湾⼟⽊ A〜B

3 港湾等しゅんせつ A〜B

＜港湾空港関係＞

拡充

⻩⾊：新規に認定の対象となった⼯事種別 ⽔⾊：認定対象の等級を拡充した⼯事種別

①認定対象となる建設会社（工事種別）の拡充

令和５年度から適用する改定点
中部地方整備局
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【改定前】 【改定後】



○⼤規模災害等への備えとして、迅速な応急復旧、社会インフラの早期復旧への対応として、
建設会社においても災害時に事業活動が継続できる体制の確保が必要と考え、「事業継続⼒」
の認定を受けた企業について順次評価（注１）していく。

■「事業継続⼒（BCP）認定企業」について（注１）

・中部地⽅整備局事業継続⼒認定制度にて、認定を受けた企業を評価。
・提出資料として認定証の写しを求め、認定期間が評価基準⽇を含む場合に評価。

※『認定証』については、中部地⽅整備局が発⾏したものに限る（別添参照）

（注１）BCP（事業継続計画）の評価については、
次期改定「R5ガイドライン」から適用

②入札契約時の評価対象

令和５年度から適用する改定点

認定を受けた建設会社は「⼯事調達における総合評価落札⽅式の運⽤ガイド
ライン」の次期改定「Ｒ5ガイドライン」から⼊札契約時において評価の対象
となります。

【参考】⼯事調達における総合評価落札⽅式の運⽤ガイドライン（⼀部改定）説明資料（230306版）9⾴より引⽤

参考

中部地方整備局
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申請手続きの主な流れと申請受付・問合せ先
中部地方整備局
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E-mail cbr-saimane@mlit.go.jp E-mail pa.cbr-bouki@mlit.go.jp


